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電力広域的運営推進機関 業務規程 新旧対照表 

変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

平成２７年４月１日施行 

令和  年  月  日変更 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（変更履歴） 

平成２７年４月１日施行 

平成２７年４月２８日変更 

平成２７年８月３１日変更 

平成２８年４月１日変更 

平成２８年７月１１日変更 

平成２９年４月１日変更 

平成２９年９月６日変更 

平成３０年４月１日変更 

平成３０年６月２９日変更 

平成３０年１０月１日変更 

平成３１年４月１日変更 

令和元年７月１日変更 

令和２年２月１日変更 

令和２年３月３０日変更 

令和２年７月８日変更 

令和２年１０月１日変更 

令和３年４月１日変更 

令和３年４月１６日変更 

令和３年７月１日変更 

令和４年２月１日変更 

令和４年４月１日変更 

令和４年４月１日変更 

令和４年７月５日変更 

令和 年 月 日変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更履歴） 

平成２７年４月１日施行 

平成２７年４月２８日変更 

平成２７年８月３１日変更 

平成２８年４月１日変更 

平成２８年７月１１日変更 

平成２９年４月１日変更 

平成２９年９月６日変更 

平成３０年４月１日変更 

平成３０年６月２９日変更 

平成３０年１０月１日変更 

平成３１年４月１日変更 

令和元年７月１日変更 

令和２年２月１日変更 

令和２年３月３０日変更 

令和２年７月８日変更 

令和２年１０月１日変更 

令和３年４月１日変更 

令和３年４月１６日変更 

令和３年７月１日変更 

令和４年２月１日変更 

令和４年４月１日変更 

令和４年４月１日変更 

令和４年７月５日変更 

令和 年 月 日変更 

令和  年  月  日変更 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（用語） 

第２条 （略） 

２ 本規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ各号に定めるところによる。 

一～二十九 （略） 

三十 「費用負担ガイドライン」とは、「発電設備の設置に伴う電力系統の増強及び事業者の費用負

担等の在り方に関する指針」（２０１５年資電部第１６号）をいう。 

三十一～四十五 （略） 

（用語） 

第２条 （略） 

２ 本規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ各号に定めるところによる。 

一～二十九 （略） 

三十 「費用負担ガイドライン」とは、「発電等設備の設置に伴う電力系統の増強及び事業者の費用

負担等の在り方に関する指針」（２０１５年資電部第１６号）をいう。 

三十一～四十五 （略） 

（事務局） 

第１０条 （略） 

２ （略） 

３ 事務局に、事務局長及び次の各号に掲げる部等を置く。 

一・二 （略） 

（新設） 

三 計画部 

四～八 （略） 

４・５ （略） 

（新設） 

６ （略） 

７ 各部等及び広域運用センターの業務分掌は、別表２－１のとおりとする。 

８ （略） 

別表２－１ 組織の業務分掌 

組織名 業務分掌 

総務部 

事務局内の事務全般の統括、総務・防災・事業継続計画の策定・法務・人事・経理・

財務・購買・広報・情報システム等の間接業務全般、災害等復旧費用の相互扶助の設

計・運用、他の部・室に属さない事項 

企画部 

容量市場の設計・運用管理、調整力の在り方の企画・立案、需給調整市場の制度設

計、供給信頼度の在り方の企画・立案、グリッドコードの企画・立案、調査含むその

他企画全般 

（新設） 

（新設） 

 

 

 （新設） 
（新設） 

計画部  
全国需要想定、需給バランス評価、供給計画の取りまとめ、電源入札等の設計・運用

管理、設備形成計画の策定、系統アクセス業務 

運用部 

需給に関する計画の取りまとめ、需給実績、需給ひっ迫又は需給ひっ迫のおそれへ

の対応、連系線の管理（運用容量・計画潮流・混雑処理等）、作業停止計画調整、広

域周波数調整 

運用部（広域運

用センター） 

需給及び系統の状況の監視・管理 

再生可能エネル

ギー・国際部 

再生可能エネルギー電気特措法の規定により本機関が行う業務全般、海外調査等の

国際関係業務の統括 

政策調整室 本機関の業務に関する総合調整、基本的な政策の企画・立案 

（事務局） 

第１０条 （略） 

２ （略） 

３ 事務局に、事務局長及び次の各号に掲げる部等を置く。 

一・二 （略） 

三 需給計画部 

四 系統計画部 

五～九 （略） 

４・５ （略） 

６ 需給計画部に、容量市場センターを置く。 

７ （略） 

８ 各部等並びに容量市場センター及び広域運用センターの業務分掌は、別表２－１のとおりとする。 

９ （略） 

別表２－１ 組織の業務分掌 

組織名 業務分掌 

総務部 

事務局内の事務全般の統括、総務・防災・事業継続計画の策定・法務・人事・経理・

財務・購買・広報・情報システム等の間接業務全般、災害等復旧費用の相互扶助の設

計・運用、他の部・室に属さない事項 

企画部 

容量市場・需給調整市場の制度設計、調整力の在り方の企画・立案、供給信頼度の在

り方の企画・立案、グリッドコードの企画・立案、調査含むその他企画全般 

需給計画部 

全国需要想定、需給バランス評価、供給計画の取りまとめ（系統計画部所管のものを

除く。）、電源入札等の設計・運用管理、容量市場の運用管理（容量市場センター所

管のものを除く。）その他供給能力の確保の促進に関する事項 

 
容量市場 

センター 

容量市場の運用管理（オークション、アセスメント、請求・交付関係業務等） 

系統計画部 
流通設備形成計画の策定、供給計画の取りまとめ（流通設備の整備計画に関する事

項）、系統アクセス業務その他流通設備の整備の促進に関する事項 

運用部 

需給に関する取りまとめ、需給実績、需給ひっ迫又は需給ひっ迫のおそれへの対応、

連系線の管理（運用容量・計画潮流・混雑処理等）、作業停止計画調整、広域周波数

調整 

 
広域運用 

センター 

需給及び系統の状況の監視・管理 

再生可能エネル

ギー・国際部 

再生可能エネルギー電気特措法の規定により本機関が行う業務全般、海外調査等の

国際関係業務の統括 

政策調整室 本機関の業務に関する総合調整、基本的な政策の企画・立案 



4 

 

変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

紛争解決対応室 苦情処理、相談対応、紛争処理、指導・勧告、制裁 

監査室 監査全般 

 

 

紛争解決対応室 苦情処理、相談対応、紛争処理、指導・勧告、制裁 

監査室 監査全般 
 

（容量オークション） 

第３２条の２ 本機関は、法第２８条の４０第１項第５号の規定により、容量市場において、沖縄地域

及びその他地域の離島等（法第２条第１項第８号イに規定する「離島等」をいう。）を除く全国、並

びに一般送配電事業者たる会員の供給区域ごとの需要に対して、必要となる供給力（以下「必要供給

力」という。）を確実に維持し提供することを約する電気供給事業者（以下「容量提供事業者」とい

う。）を募集するため、次の各号に掲げる入札（以下総称して「容量オークション」という。）を実施

する。 

一 （略） 

二 追加オークション メインオークション実施後の想定需要、メインオークションで調達した供給

力及びその増減等を考慮し、本機関が必要と判断した場合に、実需給年度の１年前に実施する次の

ア又はイのいずれかの入札 

ア （略） 

イ リリースオークション 追加オークションのうち、必要供給力に対し、メインオークションで

調達した供給力に余剰が認められた場合に、本機関との間で締結した容量確保契約（第３２条の

１２第１号オにて定義する。）に定められた容量を売却する容量提供事業者（以下「容量リリース

事業者」という。）を募集する入札 

（新設） 

（容量オークション） 

第３２条の２ 本機関は、法第２８条の４０第１項第５号の規定により、容量市場において、沖縄地域

及びその他地域の離島等（法第２条第１項第８号イに規定する「離島等」をいう。）を除く全国、並

びに一般送配電事業者たる会員の供給区域ごとの需要に対して、必要となる供給力（以下「必要供給

力」という。）を確実に維持し提供することを約する電気供給事業者（以下「容量提供事業者」とい

う。）を募集するため、次の各号に掲げる入札（以下総称して「容量オークション」という。）を実施

する。 

一 （略） 

二 追加オークション メインオークション実施後の想定需要、メインオークションで調達した供給

力及びその増減等を考慮し、本機関が必要と判断した場合に、実需給年度の１年前に実施する次の

ア又はイのいずれかの入札 

ア （略） 

イ リリースオークション 追加オークションのうち、必要供給力に対し、メインオークションで

調達した供給力に余剰が認められた場合に、本機関との間で締結した容量確保契約（第３２条の

１２第１号オにて定義する。）に定められた容量をリリースする容量提供事業者（以下「容量リリ

ース事業者」という。）を募集する入札 

三 長期脱炭素電源オークション 長期脱炭素電源オークション募集要綱（第３２条の２３の２にお

いて準用する第３２条の１２に定める長期脱炭素電源オークション募集要綱をいう。）で定める供

給力を調達するために実施する入札 

（事業者情報の登録申込みの受付） 

第３２条の６ 本機関は、送配電等業務指針に定めるところにより、容量オークションの参加の条件を

満たす会員その他電気供給事業者（以下「市場参加資格事業者」という。）から、事業者の名称、所

在地その他容量市場システムの利用に必要な情報（以下「事業者情報」という。）の登録申込みを受

け付ける。 

２ （略） 

（事業者情報の登録申込みの受付） 

第３２条の６ 本機関は、募集要綱に定めるところにより、容量オークションの参加の条件を満たす会

員その他電気供給事業者（以下「市場参加資格事業者」という。）から、事業者の名称、所在地その

他容量市場システムの利用に必要な情報（以下「事業者情報」という。）の登録申込みを受け付ける。 

 

２ （略） 

（容量確保契約の締結、変更及び解約） 

第３２条の１９ 本機関は、前条の規定により公表したメインオークションの約定結果にしたがって、

メインオークション募集要綱に基づき、容量提供事業者との間で、次の各号に掲げる事項を内容とす

る容量確保契約を締結する。 

一～七 （略） 

八 容量確保契約の変更又は解約の条件 

九 （略） 

２ （略） 

３ 本機関は、第１項第８号の容量確保契約の変更又は解約の条件を満たすと認めた場合は、容量確保

契約の変更又は解約を行う。 

（容量確保契約の締結、変更、解除及び解約） 

第３２条の１９ 本機関は、前条の規定により公表したメインオークションの約定結果にしたがって、

メインオークション募集要綱に基づき、容量提供事業者との間で、次の各号に掲げる事項を内容とす

る容量確保契約を締結する。 

一～七 （略） 

八 容量確保契約の変更、解除又は解約の条件 

九 （略） 

２ （略） 

３ 本機関は、第１項第８号の容量確保契約の変更、解除又は解約の条件を満たすと認めた場合は、容

量確保契約の変更、解除又は解約を行う。 

（容量確保契約の締結結果の公表等） 

第３２条の２０ （略） 

（容量確保契約の締結結果の公表等） 

第３２条の２０ （略） 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

２・３ （略） 

４ 本機関は、前条第３項の規定により、容量提供事業者との間で容量確保契約を変更又は解約した場

合、前各項の規定に準じて、容量確保契約を変更又は解約後の情報公表、情報開示及び一般送配電事

業者及び配電事業者たる会員への情報提供を行う。 

２・３ （略） 

４ 本機関は、前条第３項の規定により、容量提供事業者との間で容量確保契約を変更、解除又は解約

した場合、前各項の規定に準じて、容量確保契約の変更、解除又は解約後の情報公表、情報開示及び

一般送配電事業者及び配電事業者たる会員への情報提供を行う。 

（追加オークションの実施判断） 

第３２条の２１ 本機関は、次の各号に掲げる事項を考慮の上、次年度の必要供給力にかかる追加オー

クションの実施の要否を判断する。ただし、本機関は、当該判断に先立ち、メインオークションの容

量提供事業者に対し、容量確保契約の変更又は解約を申し出るかどうかを確認するものとする。 

一 メインオークションの容量提供事業者による容量確保契約の変更又は解約に伴い減少したメイ

ンオークションの約定総容量 

二 （略） 

２～６ （略） 

（追加オークションの実施判断） 

第３２条の２１ 本機関は、次の各号に掲げる事項を考慮の上、次年度の必要供給力にかかる追加オー

クションの実施の要否を判断する。ただし、本機関は、当該判断に先立ち、メインオークションの容

量提供事業者に対し、容量確保契約の変更、解除又は解約を申し出るかどうかを確認するものとする。 

一 メインオークションの容量提供事業者による容量確保契約の変更、解除又は解約に伴い減少した

メインオークションの約定総容量 

二 （略） 

２～６ （略） 

（リリースオークション実施の場合のメインオークションに関する規定の準用） 

第３２条の２３ （略） 

２ 本機関は、リリースオークションを実施する場合、送配電等業務指針に定めるところにより、リリ

ースオークションの参加の条件を満たす容量提供事業者に対し、リリースオークションに参加できる

旨を通知する。 

（リリースオークション実施の場合のメインオークションに関する規定の準用） 

第３２条の２３ （略） 

２ 本機関は、リリースオークションを実施する場合、募集要綱に定めるところにより、リリースオー

クションの参加の条件を満たす容量提供事業者に対し、リリースオークションに参加できる旨を通知

する。 

（新設） （長期脱炭素電源オークション実施の場合のメインオークションに関する規定の準用） 

第３２条の２３の２ 第３２条の１２及び第３２条の１４から第３２条の２０まで（第３２条の１２第

１号アを除く。）の規定は、長期脱炭素電源オークションを実施する場合に準用する。この場合にお

いて、「メインオークション」とあるのは、「長期脱炭素電源オークション」と読み替える。 

（アセスメントの実施） 

第３２条の３４ （略） 

２ （略） 

３ アセスメントの内容及び手順は送配電等業務指針に定める。 

（アセスメントの実施） 

第３２条の３４ （略） 

２ （略） 

３ 本機関が容量提供事業者に対して実施するアセスメントは、次の各号に掲げるとおりとする。ただ

し、第５号から第８号までの規定は長期脱炭素電源オークションに限る。 

一 容量停止計画の調整状況の確認 実需給年度の２年度前に、本機関又は電源等が属する供給区域

に託送供給等を行う一般送配電事業者たる会員が実施する電源等の維持及び運営に必要な作業並

びにその他要因に伴い電源等が停止又は出力低下する計画等（「以下この号において「容量停止計

画」という。）の調整業務において、容量提供事業者が自らの容量停止計画の調整に応じているこ

との確認を行う。 

二 契約の締結状況の確認 募集要綱に定める安定電源により安定的な供給力を提供する事業者又

はその取次を業として行う事業者が提供する電源のうち、需給調整市場における商品の要件を満た

す機能を有するものについて、当該電源が属する供給区域に託送供給等を行う一般送配電事業者た

る会員と余力活用に関する契約を締結していることの確認を行う。 

三 実効性テスト結果の確認 実需給年度開始の２年前に、テスト対象事業者に対して実行性テスト

の実施日程の調整の報告を求め、当該実施日程における実効性テスト結果の確認を行う。 

四 需給状況と容量提供事業者の特性に応じた供給力の確保状況及び提供実績の確認 実需給年度

中に、容量提供事業者又は一般送配電事業者及び配電事業者たる会員から提出されるアセスメント

の実施に必要な情報に基づき、需給状況（需給ひっ迫のおそれの有無の確認を含む。）及び容量提

供事業者の特性に応じた供給力の確保状況及び提供実績等の確認を行う。 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

五 供給力提供開始時期又は期限までの提供実績の確認 容量提供事業者に対し長期脱炭素電源オ

ークションの容量確保契約により定められた供給力提供開始時期又は供給力提供開始期限までに

供給力提供が行われていることの確認を行う。 

六 年間設備利用率の確認 募集要綱に定める変動電源により供給力を提供する事業者に対し長期

脱炭素電源オークションの容量確保契約により定められた最低限満たすべき年間設備利用率を達

成していることの確認を行う。 

七 火力電源の脱炭素化の状況の確認 長期脱炭素電源オークションにおいて約定した火力電源に

ついて、募集要綱に定めるところにより容量提供事業者が提出した脱炭素化へのロードマップに基

づき、水素又はアンモニア等の利用による脱炭素化に向けた追加投資を行っていることの確認を行

う。 

八 火力電源の脱炭素燃料による混焼比率の確認 長期脱炭素電源オークションにおいて約定した

火力電源の発電に用いる燃料について、水素又はアンモニア等の比率が容量確保契約に定められた

一定の比率を下回っていないことの確認を行う。 

（ペナルティ） 

第３２条の４１ 本機関は、定款、本規程、送配電等業務指針、オークション募集要綱、容量確保契約

その他容量市場に関連する法令等に違反する行為を行った電気供給事業者（以下「ペナルティ対象事

業者」という。）に対して、次の各号に定めるペナルティを科すことができる。 

一 経済的ペナルティ 本機関は、次のアからウまでの条件に該当するペナルティ対象事業者に対

し、容量確保契約の定めるところにより違約金の支払いを求める。 

ア 容量確保契約を解約した場合 

イ・ウ （略） 

二 （略） 

２～４ （略） 

（ペナルティ） 

第３２条の４１ 本機関は、定款、本規程、送配電等業務指針、オークション募集要綱、容量確保契約

その他容量市場に関連する法令等に違反する行為を行った電気供給事業者（以下「ペナルティ対象事

業者」という。）に対して、次の各号に定めるペナルティを科すことができる。 

一 経済的ペナルティ 本機関は、次のアからウまでの条件に該当するペナルティ対象事業者に対

し、容量確保契約の定めるところにより違約金の支払いを求める。 

ア 容量確保契約を解除された、又は解約した場合 

イ・ウ （略） 

二 （略） 

２～４ （略） 

（一般送配電事業者たる会員への計画の送付等） 

第１０８条 （略） 

２ 本機関は、前条第１項第３号に定める計画（当該計画を変更する計画を含む。）及び第１３３条の

規定により算出した連系線の空容量をもとに、週間、翌日及び当日における広域予備率を算出し公表

するとともに、関係する一般送配電事業者たる会員に通知する。 

（一般送配電事業者たる会員への計画の送付等） 

第１０８条 （略） 

２ 本機関は、前条第１項第３号に定める計画（当該計画を変更する計画を含む。）及び第１３３条の

規定により算出した連系線の空容量をもとに、週間、翌々日、翌日及び当日における広域予備率を算

出し公表するとともに、関係する一般送配電事業者たる会員に通知する。 

（需給ひっ迫又は需給ひっ迫のおそれが継続することが見込まれる場合の対応） 

第１２３条の３ （略） 

２ （略） 

 

別表９－１ 需給ひっ迫時の対応態勢及び対応組織 

情勢 対応態勢 対応組織 

次に定める事態が生じ、本機関の事

務局に置く部等を横断して対応する

ことが必要な場合 

１．複数の一般送配電事業者たる会員

の供給区域において、需給がひっ

迫する、又は需給がひっ迫するお

警戒態勢 

（発令者：総務部

を管掌する理事） 

需給ひっ迫警戒

本部 

（本部長：総務部

を管掌する理事） 

（需給ひっ迫又は需給ひっ迫のおそれが継続することが見込まれる場合の対応） 

第１２３条の３ （略） 

２ （略） 

 

別表９－１ 需給ひっ迫時の対応態勢及び対応組織 

情勢 対応態勢 対応組織 

次に定める事態が生じ、本機関の事

務局に置く部等を横断して対応する

ことが必要な場合 

１．複数の一般送配電事業者たる会員

の供給区域において、需給がひっ

迫する、又は需給がひっ迫するお

警戒態勢 

（発令者：事務局

長） 

需給ひっ迫警戒

本部 

（本部長：事務局

長） 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

それがある状況が継続すること

が見込まれるとき 

２．その他需給がひっ迫するおそれが

ある状況が継続することが見込

まれるとき 

次に定める事態が生じ、本機関の事

務局に置く部等を横断して対応する

ことが必要な場合 

１．連系線のうち交流送電線で接続さ

れる複数の一般送配電事業者た

る会員の供給区域での広域的な

予備率が、別に定める値を継続的

に下回ることが見込まれるとき 

２．その他需給がひっ迫する状況が継

続することが見込まれるとき 

非常態勢 

（発令者：理事

長） 

需給ひっ迫非常

対応本部 

（本部長：理事

長） 

 

 

それがある状況が継続すること

が見込まれるとき 

２．その他需給がひっ迫するおそれが

ある状況が継続することが見込

まれるとき 

次に定める事態が生じ、本機関の事

務局に置く部等を横断して対応する

ことが必要な場合 

１．連系線のうち交流送電線で接続さ

れる複数の一般送配電事業者た

る会員の供給区域での広域的な

予備率が、別に定める値を継続的

に下回ることが見込まれるとき 

２．その他需給がひっ迫する状況が継

続することが見込まれるとき 

非常態勢 

（発令者：理事

長） 

需給ひっ迫非常

対応本部 

（本部長：理事

長） 

 

 

（緊急時の対応） 

第１７５条 （略） 

２～７ （略） 

 

別表１５－１ 災害等発生時の対応態勢及び対応組織 

情勢 対応態勢 対応組織 

次に定める事態が生じ、需給状況

の大幅な悪化等の電力需給に関する

被害が発生し、又は発生するおそれ

があるとき 

１．震度５強の地震が発生したとき 

２．津波警報が発せられたとき 

３．その他１．及び２．に準じる大規

模災害又は大規模災害のおそれ

が発生したとき 

警戒態勢 

（発令者：総務部

を管掌する理事） 

警戒本部 

（本部長：総務部

を管掌する理事） 

次に定める事態が生じ、相当程度

の広範囲にわたり電力設備の激甚な

被害が発生し、その復旧に長時間を

要するなど大規模な社会的悪影響が

発生し、又は発生するおそれがある

とき 

１．震度６弱以上の地震が発生した

非常態勢 

（発令者：理事長） 

非常災害対応本部 

（本部長：理事長） 

（緊急時の対応） 

第１７５条 （略） 

２～７ （略） 

 

別表１５－１ 災害等発生時の対応態勢及び対応組織 

情勢 対応態勢 対応組織 

次に定める事態が生じ、需給状況

の大幅な悪化等の電力需給に関する

被害が発生し、又は発生するおそれ

があるとき 

１．震度５強の地震が発生したとき 

２．津波警報が発せられたとき 

３．その他１．及び２．に準じる大規

模災害又は大規模災害のおそれ

が発生したとき 

警戒態勢 

（発令者：事務局

長） 

警戒本部 

（本部長：事務局

長） 

次に定める事態が生じ、相当程度

の広範囲にわたり電力設備の激甚な

被害が発生し、その復旧に長時間を

要するなど大規模な社会的悪影響が

発生し、又は発生するおそれがある

とき 

１．震度６弱以上の地震が発生した

非常態勢 

（発令者：理事長） 

非常災害対応本部 

（本部長：理事長） 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

とき 

２．東海地震注意情報、東海地震予知

情報、又は警戒宣言が発せられ

たとき 

３．大津波警報が発せられたとき 

４．その他１．から３．に準じる大規

模災害又は大規模災害のおそれ

が発生したとき 

 

 

とき 

２．東海地震注意情報、東海地震予知

情報、又は警戒宣言が発せられ

たとき 

３．大津波警報が発せられたとき 

４．その他１．から３．に準じる大規

模災害又は大規模災害のおそれ

が発生したとき 

 

 

附則（令和２年３月３０日） 

 

（経過措置対象電源に関する容量確保契約金額の算出） 

第７条 本機関は、２０２４年度を実需給年度とする容量確保契約金額の算出に当たり、２０１０年度

末以前に建設された次の各号に掲げる電源（以下「経過措置対象電源」という。）に関しては、別表

１に掲げる算出式に基づき算出した金額を容量確保契約金額とする。 

一 送配電等業務指針第１５条の４第１項第１号アからエまでのいずれかに該当する期待容量が１,

０００キロワット以上の電源 

二 送配電等業務指針第１５条の４第１項第２号ア又はイに該当する期待容量が１,０００キロワッ

ト以上の電源（ただし、複数の電源を組み合わせる場合は除く。） 

 

別表１ （略） 

附則（令和２年３月３０日） 

 

（経過措置対象電源に関する容量確保契約金額の算出） 

第７条 本機関は、２０２４年度を実需給年度とする容量確保契約金額の算出に当たり、２０１０年度

末以前に建設された次の各号に掲げる電源（以下「経過措置対象電源」という。）に関しては、別表

１に掲げる算出式に基づき算出した金額を容量確保契約金額とする。 

一 募集要綱に定める安定電源 

 

二 募集要綱に定める変動電源（複数の電源を組み合わせる場合を除く。） 

 

 

別表１ （略） 

 

附則（令和 年 月 日） 

 

（施行期日） 

本規程は、令和５年７月１日又は経済産業大臣の認可を受けた日のいずれか遅い日から施行する。ただし、第１０８条の規定は、令和６年４月１日又は経済産業大臣の認可を受けた日のいずれか遅い日から

施行する。 

 


